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様式２－２－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人海洋研究開発機構 

評価対象中長期目標

期間 

中長期目標期間実績評価 第 3期中期目標期間 

中長期目標期間 平成 26～30年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究開発局 担当課、責任者 海洋地球課、福井俊英 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、横井理夫 

 

３．評価の実施に関する事項 
 

平成 30年度及び第 3期中期目標期間における業務実績の評価に当たっては、文部科学省国立研究開発法人審議会海洋研究開発機構部会（以下「部会」という。）を 3回開催し、以下の手続等を実施した。 

 

令和元年 6月 25日 部会（第 17回）を開催し、今年度の部会における業務実績評価等の進め方について審議するとともに、国立研究開発法人海洋研究開発機構（以下「機構」という。）による自己評価結果

（全体概要及び経営管理部門）について、理事長及び担当理事からヒアリングを実施し、委員からの意見を聴取した。 

令和元年 7月 5日  部会（第 18回）を開催し、機構による自己評価結果（研究部門及び開発・運用部門）について、担当理事からのヒアリングを実施するとともに、委員からの意見を聴取した。 

令和元年 7月 30日 部会（第 19回）を開催し、主務大臣の評価書（案）に対し、委員から科学的知見等に基づく助言を受けた。 
 

令和元年 8月 6日  文部科学省国立研究開発法人審議会（第 15回）において、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に基づく助言を受けた。 
 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 
 

○ 経営管理に関わる評価項目の大括り化 

平成 29 年度の業務実績等の評価に当たっては、前年開催の部会で、類似業務についての評価項目の大括り化や簡素化等を指摘されたことを踏まえ（※）、経営管理系の評価項目（Ⅱ.業務運営の効率化に関す

る事項、Ⅲ.財務内容の改善に関する事項、Ⅳ.その他の事項）を中期目標の項目に沿って大括り化することとした。 

これにより、経営管理系の評価項目については、主務大臣による法人評価では、法人の内部統制やガバナンスの状況、研究開発成果の最大化に向けたマネジメント上の特筆すべき取組や看過しがたい業務運

営上の課題など、重要事項に焦点を絞ってレビュー・点検することとし、研究開発成果の最大化に向けた効率的な組織・業務運営がなされるよう留意した。 

 

（※）部会指摘事項より抜粋 

○ 現在は、毎年度、短期間で大量の評価項目について法人評価を実施している。限られた時間の中で実効性ある評価を行うには、類似業務についての評価項目の大括り化や項目自体の簡素化など評価項目を精査するとともに、膨大な評価に関する資

料や作業の簡略化、効率化が望まれる。このことは、法人が本来の研究開発業務等に費やす時間をしっかりと確保し、研究開発成果の最大化に向けて効果的に業務運営を行っていくためにも必要である。 
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 様式２－２－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ａ （参考：見込評価） 

Ａ 

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 

 

２．法人全体に対する評価 
 

○ 第 3期中期目標期間において、機構は、海洋立国日本における中核的な研究機関として、国家的・社会的ニーズを踏まえた研究開発を実施し、海洋・地球環境変動研究開発、海域地震発生帯研究開発をは

じめ、各研究開発領域で世界的にも注目される優れた研究成果を創出してきた。また、得られたデータや知見を、国や地方公共団体のみならず、地球規模課題に対する国内外の政策決定プロセスにも提供

し、防災・減災対策等へ貢献しているほか、産業界への技術移転なども進展させており、目標及び計画を上回る顕著な成果を上げていると評価できる。具体的には、 

① 海洋・地球環境変動研究開発においては、広範な領域に及ぶ種々の研究課題で国際的に評価の高い成果を継続的に発表しており、特に中期目標期間の後半には、東アジアの石炭起源によるメタン排出量

が過大評価されていることの指摘や、東南アジア域における CO2収支に対する森林伐採・植生の影響度の把握など、国際的な環境政策・施策に影響を及ぼす顕著な成果を上げた。また、これらの成果に基づ

く科学的知見の重要性が認められ、国際機関や国際枠組みの専門委員、議長等の要職や気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6次評価報告書（AR6）のリードオーサー、レビュー・エディター等へ機構

の役職員が選出されるなど、機構及び我が国の国際的プレゼンスの向上へも貢献している。 

 ② 海域地震発生帯研究開発においては、平成 27年度には世界最大規模の詳細かつ最高精度の地震・津波観測監視システム（DONET）の構築を完了した。また、同システムに接続・設置した孔内観測装置で

リアルタイムに観測したデータの解析によって、地震発生帯浅部では「ゆっくり滑り」が繰り返し発生していることを解明するなど、海溝型地震発生メカニズムの理解につながる顕著な成果を上げてき

た。DONETのデータは気象庁の緊急地震速報、津波警報に活用されるのみならず、ここで得られたデータや科学的知見の一部は、地震調査研究推進本部地震調査委員会や気象庁「南海トラフ沿いの地震に

関する評価検討会」へも提供され、国としての防災行政に大きく貢献している。さらに、DONETで検知するデータを基に開発した津波浸水時予測システムを和歌山県、三重県、香川県等の地方自治体へ提

供し、これら自治体の防災・減災対策へも貢献している。 

 ③ 海底資源研究開発においては、学術的にも重要なコバルトリッチクラスト成因モデルを構築し、同モデルに基づく大規模鉱床の発見に至った。また、深海生態系への影響解析を大幅に迅速化する手法を

提案し、民間調査会社への技術移転も進めている。 

 ④ 海洋生命理工学研究開発においては、未知の深海生物の発見や深海生物からの新規有用物質の発見・抽出など、国際水準に照らしても科学的意義の高い成果を継続的に多数発表しただけでなく、新規の

ウイルス検出技術や高圧下での乳化技術等の産業応用に直結する成果も得られている。 

 

○ ほかにも本中期目標期間には、機構の有する深海探査機等の開発・運用技術を基盤としつつ、国内関係機関のポテンシャルをも結集して Team KUROSHIOを編成し、Shell Ocean Discovery XPRIZEへ挑戦し

好成績（準優勝）を獲得した。かかる活動を通じて、SNSやクラウドファンディングを効果的に活用した新たな広報活動へも取り組み、従来とは異なる業種・規模の企業等との新たな連携・協力関係が構築

されたことは、単なる共同研究や技術開発にとどまらない有意義な成果であったと評価できる。また、当中期目標期間における成果の普及・広報活動についても、ゲーム業界との協働などユニークで斬新な

手法をはじめ、取組の多様性、新規性の観点で高く評価できる実績が顕著であった。 

 

○ 一方、本中期目標期間においては、論文・特許等の成果指標に係る誤集計事案、データの公開・利用に係る手続漏れ事案、個人情報の誤送信事案など、組織の信頼性に関わる重大なインシデントが判明し

た。これに対して、機構では、内部統制委員会の下に「組織における共通的問題改善ワーキンググループ（WG）」を設置し、個々の事案の直接的な原因のみならず、組織に共通する問題やリスクの検証を行

い、組織・システム・制度等の見直しを含む組織業務運営の抜本的改革に着手した。今後は、これらの改善措置・再発防止策が奏功し、適正かつ効果的な組織業務運営がなされるよう内部統制を更に強化し

ていくことを求めるとともに、再発防止策が機能し適切に業務改善が図られているのかを適時に点検し、更なる業務改善に反映していくという PDCAサイクルを自ら確立し、組織内部にしっかりと根付かせて

いくことを期待する。また、一般管理費の削減目標が達成できなかった点についても、今後、執行管理を一層強化し、経費の削減・抑制が適切に行われるよう求める。 

 

 これらを総合的に勘案すると、組織運営管理上（組織マネジメント上）の問題については、自ら WGを設置して根本原因の解明と抜本的改革に取り組み始めていること、また、国立研究開発法人の主要業務で

ある研究開発については、Ａ評定に値する顕著な成果が多く得られていることから、法人全体に対する評価をＡとする。 
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３．項目別評価の主な課題、改善事項等 
 

○ 機構では、今後ますます膨大な情報・データを観測・収集・分析する研究活動が重要性を増してくる中、それらの情報・データを適切に管理しつつ、機構内外の研究者が積極的に利用可能な状況とするこ

とが研究遂行に当たっての前提条件として求められる。そのためのマネジメント体制をしっかりと構築していくことを求める。 

 

○ 第 3期中期目標期間には、論文・特許等成果指標に係る誤集計事案、データの公開・利用に係る手続漏れ事案、個人情報誤送信事案など、組織マネジメント上の重大な問題が発生した。事案発生の主な原

因はヒューマンエラーやシステムの不備・形骸化等にあることは間違いなく、個別に改善策を講じることはもちろん重要であるが、これにとどめることなく、これら事案の根底にある原因を解明し、実効性

のある再発防止策を講じていくことを強く求める。あわせて、機構自らが PDCAサイクルを確立し、再発防止策の適時の点検とこれを踏まえた更なる業務改善を進めていくことを求める。 
  

 

４．その他事項 

研究開発に関する審議会

の主な意見 

 
〔「研究開発成果の最大化」に向けた法人全体としての評価について〕 

○ 機構が地球規模の環境問題の解決や海洋生物多様性の維持と持続的な利用促進に向けて貢献していくためには、組織及び所属研究者の国際的なプレゼンスの向上が不可欠であ

る。本中期目標期間において、例えば、機構の役職員が国際専門家パネルの委員や IPCC 報告書等の編著者として数多く参画したことは、彼らが単にジャーナル（学術誌）等で名の

知れた研究者というだけでなく、国際的なプログラムや取組を科学的・政策的見地からリードする重要なキーパーソンであることの表れといえ、機構の国際的プレゼンスを向上さ

せている証左であるともいえる。 

また、機構は、誰も到達したことのない深海や海底下の大深度地下環境にアクセス可能で、そこで起こっている特殊な現象を解明することや、希少なサンプルを持ち帰って解析

すること、あるいは膨大なデータを取得することが可能な国内外でも稀有な存在であり、これらのポテンシャルを最大限に発揮し、世界初となる発見を多数生み出してきた。しか

しながら、これらの科学的知見を社会に還元する「アウトカムの創出」に結びつける戦略やスキームの構築は不十分であり、これについては従来から指摘を受けてきた点でもあ

る。当該指摘に対して機構は、中期目標期間の特に後半において、防災・減災に資する社会基盤の構築、地球環境変動に適応するための国際的な枠組みへの参画、海底鉱物資源開

発における民間への技術移転、海洋生命理工学研究分野でのオープンイノベーションの仕組みの構築及び深海バイオリソースの外部提供などに積極的に取り組んできており、研究

成果を社会に還元するスキームが機能するようになったと評価できる。 

○ 機構は、主要業務である研究開発については各分野で顕著な業績を上げており、アウトカムを意識した研究開発も進めてきた。例えば、海域地震発生帯研究開発では、津波浸水

予測システムを地方自治体が活用するための支援を行ったことや、海底資源研究開発では、鉱床成因モデルを構築しただけでなく、そこから導かれる予測に基づいてコバルトリッ

チクラスト鉱床の発見に至ったことなどは優れた業績といえる。さらに、通常業務のみならず、地震・噴火等による突発業務やそのフォローアップ業務も適切に実施している。 

○ 3.11後の復興への貢献、XPRIZEの準優勝、DONETの運用、海洋域の利用・開発と管理・保全に関する国際的な取組を議論する重要な会議への参加などにより、機構は大きく社会

貢献したと高く評価する。Ｓ評価に近いＡ評価が妥当と考える。 

○ プラスチックごみによる汚染や生態への悪影響などの問題が世界各地で大きく取り上げられており、これらの問題に対する社会の関心は今後ますます高まっていくものと予想さ

れる。機構は、プラスチック汚染問題について早い段階から情報収集し、対策を検討し始めた。今後もより一層力を入れていくことを期待したい。 

○ 世界の頭脳循環拠点として更に発展していくために、優秀な海外研究者の雇用に向けて様々な工夫がなされていることは評価するが、まだ日が浅いため具体的な成果には乏し

く、今後の成果を期待したい。 

 

〔理事長のリーダーシップ・マネジメントなど研究機関としてのマネジメントについて〕 

○ 組織業務運営の抜本的見直しの一環として、役員の所掌を見直して現場責任者に執行権限を移譲し、マイクロマネジメントを防止する体制としたことは、高く評価できる。 

ただ、組織マネジメント上の問題への対策として、個別事案に対する再発防止策を定着させること、根底にある原因（Root Causes）を探してそれに対応することについては、恐ら

く単年度では終了せず、継続して取り組んでいくことが必要であると考えられる。 

○ 論文・特許数等の誤集計事案、データの公開に係る手続漏れ事案、個人情報誤送信事案など、重大なインシデントが頻発し、特に前の二点については長期にわたって不適切な状

況が見過ごされてきたことに深刻さが表れている。事案発生の直接的原因はヒューマンエラーや、ルールとシステムの不備・形骸化などに起因することは間違いないが、より本質

的な問題は、これらの事案が組織の信頼を揺るがしかねないものであったとの認識・危機感やリスクマネジメントに対する責任感が経営側及び現場の双方ともに希薄だったのでは

ないかと見受けられる点にある。早急なルール・仕組みの見直しと改善は必要であるが、問題の根は深く、より本質的な組織の体質改善を中長期にわたって検討し、現場とマネジ

メント双方の目線から意識改革を図っていく取組の継続が必要である。 
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○ 幅広い分野の研究を進め、着実に成果を上げている。ただ、研究部門の自己評価が全て「Ａ」という結果にやや違和感を覚える。互いの専門分野には口出ししづらいのかもしれ

ないが、組織内、仲間内の横並びになっていないか気になる。自己評価の仕組みが機能するような体制作りが必要ではないか。 

○ 組織マネジメント上の問題が発生している中、研究開発課題の成果に対する自己評価が軒並み「Ａ」とされていることについては、評価が甘いのではないかとの危惧を覚える。 

  論文・特許の誤集計など組織の信頼性を揺るがすような重大なインシデントの発生は、一般に、組織の中で目先の成果を追求する場合、すなわち、成果の内容そのものよりも、

何が何でもＡでなければとＡ評定の獲得そのものが自己目的化しているような場合に起こりがちであると考えられるため、機構の組織体質・風土がそのような状況に陥っていない

か適宜点検する必要がある。また、自己評価の過程においても、ＳＡＢＣといった表面的な評定の結果に拘泥するのではなく、「今回はＢだが次はＡやＳにできるよう頑張ろう」と

いうように、オープンに自分たちの成果を議論・評価できるような仕組みの構築が必要ではないか。 

○ 限られた人員及び予算の中で確実に成果を上げるためには、一般的に、リスクの高い課題に挑むことを躊躇しがちになると考えられるが、理事長のリーダーシップの下で機構が

技術的に難しいプレート境界断層の掘削など挑戦的な課題に取り組んでいることを高く評価する。 

○ XPRIZEへの挑戦及び準優勝の獲得は、機構の高い技術的なレベルを示すとともに、産学連携の見本となる成果であると高く評価する。通常とは異なり多数の相手との連携が必要

な取組であり、マネジメントの能力の高さも示している。 
 

監事の主な意見 特になし 

 

※  評定区分は以下のとおりとする。 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 
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様式２－２－３ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定総括表 

 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 中長期目標 

期間評価 

項目別

調書№ 

備考欄  中長期目標（中長期計画） 年度評価 中長期目標 

期間評価 

項目別

調書№ 

備考欄 

 ２６

年度 

２７

年度 

２８

年度 

２９

年度 

３０

年度 

見込

評価 

期間実

績評価 

  ２６

年度 

２７

年度 

２８

年度 

２９

年度 

３０

年度 

見込

評価 

期間実

績評価 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 １．国家的・社会的ニーズを

踏まえた戦略的・重点的な研

究開発の推進 

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    １．柔軟かつ効率的な組

織の運営 

 

─ 

 

─ 

 

─ 

Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ⅱ－１ 

 

(1)海底資源研究開発 
Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ⅰ－１

－(1) 

   (1)内部統制及びガバナ

ンスの強化 
Ｂ Ｂ Ｂ 

(2)海洋・地球環境変動研究

開発 
Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ⅰ－１

－(2) 

   (2)合理的・効率的な資

源配分 
Ｂ Ｂ Ｂ 

(3)海域地震発生帯研究開発 

 
Ｂ Ａ Ａ Ｓ Ａ Ａ Ａ 

Ⅰ－１

－(3) 

   (3)評価の実施 
Ｂ Ｂ Ｂ 

(4)海洋生命理工学研究開発 
Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｓ Ａ Ａ 

Ⅰ－１

－(4) 

   (4)情報セキュリティ対

策の推進 
Ｂ Ｂ Ｂ 

 (5)①先端的掘削技術を活用

した総合海洋掘削科学の推進 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ⅰ－１

－ (5) 

－① 

   (5)情報公開及び個人情

報保護 Ｂ Ｂ Ｂ 

(5)②先端的融合情報科学の 

研究開発 Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ 

Ⅰ－１

－ (5) 

－② 

   (6)業務の安全の確保 

Ｂ Ｂ Ｂ 

(5)③海洋フロンティアを切り

拓く研究基盤の構築 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 

Ⅰ－１

－ (5) 

－③ 

   ２．業務の合理化・効率

化 

 

─ 

 

─ 

 

─ 

 

─ 

 

─ 

 

─ ─ 

 

 

 

２．研究開発基盤の運用・供

用 
─ ─ ─ ─ ─ ─ ─  

   (1)業務の合理化・効率

化 
Ｂ Ｂ Ｂ 

Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ 

Ⅱ－２

－(1) 

  (2) 

 

(1)船舶・深海調査システム等 
Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－２

－(1) 

   (2)給与水準の適正化 
Ｂ Ｂ Ｂ 

(2)「地球シミュレータ」 
Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ⅰ－２

－(2) 

   (3)事務事業の見直し等 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅱ－２

－(3) 

 

(3)その他施設設備の運用 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－２

－(3) 

   (4)契約の適正化 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 

Ⅱ－２

－(4) 

 

 ３．海洋科学技術関連情報の

提供・利用促進 
─ ─ ─ ─ ─ ─ ─  

  Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 (1)データ及びサンプルの提

供・利用促進 Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 
Ⅰ－３

－(1) 

   予算（人件費の見積り

等を含む。），収支計画

および資金計画 

Ｂ Ｂ Ｂ 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅲ～Ⅵ 

Ⅲ．財務

内容の改

善に関す

る事項に

て評価 
(2)普及広報活動 

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 
Ⅰ－３

－(2) 

   短期借入金の限度額 
─ ─ ─ 
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(3)成果の情報発信 
Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－３

－(3) 

   重要な財産の処分また

は担保の計画 
─ Ｂ ─ 

４．世界の頭脳循環の拠点と

しての国際連携と人材育成の

推進 

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    剰余金の使途 

─ ─ ─ 

 (1)国際連携、プロジェクト

の推進 
Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ⅰ－４

－(1) 

  Ⅳ．その他の事項 

 
(2)人材育成と資質の向上 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－４

－(2) 

   施設・設備等に関する計

画 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ─ Ｂ Ｂ Ⅶ－１ 

 

 ５．産学連携によるイノベー

ションの創出と成果の社会還

元の推進 

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─  

   

人事に関する計画 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅶ－２ 

 

(1)共同研究及び機関連携に

よる研究協力 
Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ 

Ⅰ－５

－(1) 

   中期目標期間を超える

債務負担 
─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ Ⅶ－３ 

 

(2)研究開発成果の権利化及

び適切な管理 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－５

－(2) 

   
積立金の使途 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ Ⅶ－４ 

 

(3)研究開発成果の実用化及

び事業化 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－５

－(3) 

             

 (4)外部資金による研究の推

進 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－５

－(4) 

             

 

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 評定区分は以下のとおりとする。 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 
 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：国立研究開発法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標の対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：国立研究開発法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標の対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上とする。）。 

Ｂ：中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
 
なお、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定量的に測定しがたい場合には、以下の評定とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 

 


